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研究成果の概要（和文）：　子どもの精神的健康について施設一体型小中一貫校と非一貫校を比較する縦断的な
大規模アンケート調査を行った。これまで一貫校では小学校段階でネガテイブな傾向が見られたが、５年生のみ
ポジテイブになり６年生でネガテイブになる傾向が見られた。また、外部からの環境負荷については、一貫校と
非一貫校では同様の傾向が見られた。
　地域調査では、北海道稚内市、長野県阿智村、青森県三戸町、茨城県つくば市を対象に訪問、聞き取り調査を
行い、やはり一貫校において6年生のネガティブな傾向が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We researched the unified elementally -middle school system which is 
introduced since 2016 in Japan. We compared　the　child's mental health between the normal 
elementary and middle schools and the unified elementary - middle schools by　
large-scale questionnaire survey.
We found that the negative results in 6th graders and positive results in 5th graders.Usually 6th 
grade students develop their self esteem  feelings as the top position in the elementary schools. 
But it is difficult to get in the unified elementally - middle school system. Then we could not find
 the differences in the feeling of the environmental stress by their school type.Secondary revel 
students felt strong stress in both type schools.      

研究分野： 教育課程論
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１．研究開始当初の背景 

小中一貫教育および小中一貫校につい

ては、教育的効果の検証が不十分なまま

制度化が先行してきた。2000 年に全国で

初めて広島県呉市が文科省の研究開発学

校制度を用いて開始した小中一貫教育は、

背景として学校統廃合を行う目的があっ

たと思われるが、導入理由として前面に

挙げられたのは「中１ギャップの解消（中

１からいじめや不登校などの問題行動が

増加することへの対応）」及び児童の発達

の加速化に伴って小学校 5 年から自己肯

定感が低下する“発達の段差”に対応し

た「４・３・２制」の小中一貫カリキュ

ラムの必要性であった。 

その後、小中一貫教育導入自治体は増

加し、施設一体型小中一貫校は、2013 年

度には全国で 100 校となった。そのほぼ

全ての自治体において「中 1 ギャップの

解消」が導入理由とされ、70％の学校が

「4・3・2 制」カリキュラムを導入して

いる。2015 年に「義務教育学校」が法制

化、2016 年に 26 校、17年に 22 校が開設

している。 

しかしながら、小中一貫校の教育的効

果についての検証、特に非一貫校との比

較研究はほとんど行われていなかった。

唯一の先行研究ともいえる国立教育政策

研究所による心理学的手法を用いた一貫

校・非一貫校の比較調査では両者の有意

差は見られず「導入後の年数が短いため」

という結論が出されている。また単独の

試行的なケースで「学力が向上」もしく

は「不登校率低下など生徒指導上の効果

が上がった」というデータが見られるが、

いずれも一貫教育以外の要因の影響につ

いての検証が不十分であると思われる。

他方デメリットに関しては、「実際には統

廃合の方途である」「エリート校、重点校

の創設であり初等教育からの公教育の序

列化につながる」「小学校高学年期の発達

保障に課題がある」等の指摘が、政策研

究・生活指導論・発達心理学の立場から

されている。2013 年度の朝日新聞社によ

る調査では、一貫校の 85％が「課題あり」

としており、自由記述では多くが小中の

接続部に当たる「5・6・7 年期」の問題

点を指摘している。小中一貫校について

は、このような制度的課題の検証が研究

上不可欠であると思われた。  
 
２．研究の目的 

同一施設内にあり小中一貫教育カリキ

ュラムを行う学校）の教育的効果および

児童生徒にもたらす影響について、心理

学および教育学―教育課程論、生活指導

論、教育行政学、教育社会学―の立場か

ら学際的・多角的に検証した。特に、一

般の小学校・中学校に在籍する児童・生

徒と小中一貫校に在籍する児童・生徒の

心理的特徴を比較し適応感との関連を検

討する発達心理学の大規模アンケート調

査を中心に、教育学分野の多角的な研究

と併せて同制度を総合的に検証した。ま

た多くの小中一貫校が導入されたアメリ

カのシカゴ市などのケースについて教育

行政学・教育社会学の立場から比較研究

を行い制度の検証を深めることとした。 
 
３．研究の方法 

Ａ:心理学調査グループ、Ｂ:教育課程

論・生徒指導論グループ、Ｃ:国際比較研

究グループに分かれて小中一貫校を対象

とした調査研究を行い、１ヶ月に 1 回程



度の全体会において検討の機会を持ち多

角的・学際的な研究を行う。Ａを中心に

一貫校と非一貫校を比較したアンケート

調査および分析を行い、全体で検討を行

う。またＢは、日本の小中一貫教育を先

行的に行っている自治体の小中一貫校に

ついて訪問調査を行い、教育課程や教育

活動及び児童・生徒の実態について資料

を収集し分析を行う。Ｃは、新自由主義

教育改革について日本政府のモデルであ

ると思われる小中一貫校制度を積極的に

導入しているアメリカのシカゴ市とデト

ロイト市、また統廃合を行わず地域の教

育の延長として一貫校を設置しているサ

ンディエゴ市を訪問調査し制度を検証す

る。 
 
４．研究成果 

一貫校と非一貫校の子どもの意識につい

て同一条件で比較した大規模な全国アンケ

ート調査（2015 年、2016 年実施、約 6 千

件を対象とする）において、複数の指標で、

小学校段階の 4 年生と 6 年生の意識にネガ

ティブな傾向が見られた。特に 6 年生で顕

著な傾向が出ている。これは小中一貫校の

中でも、小学校で統廃合を実施しておらず、

開設後数年以上を経ている中規模以上の対

象に多く見られた傾向である。なぜ、4 年

生と 6 年生でこのような傾向が出るのかに

ついては更なる論証が必要である。特に 6

年生という高学年で、ネガティブな結果が

生じることについて制度に起因する傾向が

あることが推測される。 

また、この傾向は子どもたちの成長・発

達にどのような影響を及ぼすのか、どのよ

うにしたらこの課題を克服できるのかにつ

いても同様に今後の検証が求められる。 

さらに、この 6 年生の問題に関連する可

能性があるが、小中一貫教育における「6・

3 制」区分から「4・3・2 制」区分への移

行についての課題を指摘する意見もあげら

れた。 

一貫校・非一貫校子どもの「精神的健康」

についての比較調査、「学級適応」 

(2015 年・全国調査)  「一貫校」は施

設一体型で小中一貫カリキュラムを導入し

ている学校 

（2015 年 9 月～12 月，公立施設一体型

小中一貫校 6 校に在籍する 4 年生から 9 年

生 1163 名《男子 624 名，女子 528 名，不

明 11 名》，公立小学校 15 校・中学校 5 校

に在籍する 4 年生から中学 3 年生 3931 名

《男子 2026 名，女子 1845 名，不明 60 名》

を調査対象者としている。） 

 

   

 

一貫校・非一貫校子どもの精神的健康に

ついての比較調査、「学級適応」 

(2015 年・全国調査 )  

 ヒアリング調査では、「中 1 ギャップ」

をなくすという「理由」のために、「小学校

6 年生から中学に行く際の環境の変化を経

験しないこと、それは逆に高校進学時に「衝

撃」となるのではないか」それによって、

「小中一貫よりも中高一貫にメリットを感

じて受験をさせる傾向があるのではない

か」とする指摘があった。「4・3・2 制」の

持つ有効性については、連携型校の教職員

からやや実態に合っていないとする意見が

出されている。小中一貫教育における「6・

3 制」区分から「4・3・2 制」区分への移

行についての課題を指摘する意見もあげら



れた。ヒアリング調査では、「中 1 ギャッ

プ」をなくすという「理由」のために、「小

学校 6 年生から中学に行く際の環境の変化

を経験しないこと、それは逆に高校進学時

に「衝撃」となるのではないか」それによ

って、「小中一貫よりも中高一貫にメリット

を感じて受験をさせる傾向があるのではな

いか」とする指摘があった。「4・3・2 制」

の持つ有効性については、連携型校の教職

員から実態に合っていないとする意見が出

されている。 

各地の事例研究では、新たな制度として

登場した「義務教育学校」の導入により、

従来、小学校同士、中学校同士の統合で校

舎建築の国庫補助 2 分の 1 が支出されてい

たのに対し、小学校と中学校の統合で義務

教育学校化してもこの補助費の対象になる

ことから、単なる 1 校の校舎改修が必要な

のに、周囲の学校を巻き込んで義務教育学

校化するケースが出現していることが明ら

かになった。また、公共施設等総合管理計

画のもとで公共施設の床面積を削減するた

めに小中一貫校化が行われるケースも出現

している。 
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